
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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店舗兼共同住宅 中高層店舗兼共同住宅、
中層店舗が多い商業地域

浜町260 m

新大橋通り沿いに中高層の店
舗付マンション等が連坦

２７ｍ都道 浜町駅南方240 m

国内景気は、概ねコロナ禍の状態を脱却したが、物価高や金融情勢等
、先行きはやや不透明な状況にある。

土地価格に影響を与える特段の要因は見受けられない。

個別的要因に変動は見られない。

新大橋通り沿いに中高層店舗付マンション等を中心に在来の低層事業所等も見られる地域である。交通利便性等
が良好であることから、今後も建替等によりマンションの割合が増加していくものと予測される。
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年 月 日

更地としての鑑定評価
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円
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(7)試算価格の調整・

額の決定の理由
検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、規範性を有する取引事例を収集選択し、各補正・要因比較等も適切になされていることから、市場性を反
映した実証的な価格が得られた。一方、収益価格は、不動産の効用が反映された理論的な価格として説得力を有する。
本件においては、実証的価格である比準価格にややウエイトを置き、理論的価格である収益価格を関連づけ、調整の上
、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は、日本橋エリアを中心とする駅勢圏内のマンション立地が可能な地域全般である。当圏域には事務所ビル
や店舗付事務所ビル等も確認できるが、都心へのアクセスが良く、周辺には大きな公園もある等、居住環境の良好な地
域であり、マンションの進出が活発なエリアである。主たる需要者は、分譲・賃貸マンションの建設を担うデベロッパ
ー等と判断される。需要の中心となる価格帯は、取引総額で５～２０億円程度が中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

中央(都) －5 26

開発法　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 3

中央(都)　5 － 26 東京都 区部第１ 不動産鑑定士

株式会社谷澤総合鑑定所

令和 7 6 30

令和 7 7 2

中央区日本橋浜町二丁目５４番１
「日本橋浜町２－２４－８」

144

2：1 ＳＲＣ 10

南東27 m
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下水

商業
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防火

（その他）
地区計画等
駐車場整備地区
(100,700)

70 30 0 20 中高層店舗付共同住宅

10 15 150 長方形

商業
(100,700)
地区計画等
駐車場整備地区

中高層店舗付共同住宅地 角地 +3.0
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嶋田　幸弘




